
 
ごみ収集運搬事業者アンケート（結果） 

 
1 対象事業者 
・本市のごみ収集運搬業務の委託業者 

岐阜県清掃事業協同組合、岐阜県環境整備事業協同組合、岐阜再生資源事業協同組合とその構成業者計 12 団体 

・調査期間 令和 4 年 8 月上旬～8 月 31 日 

・回答数：12 団体(回答率：100％) 

 

2 回答結果 
  
（1）岐阜市のごみの現状について 
 

Q1 本市のごみ焼却量の現状について 
 

知っている 7団体 

知らなかった 5団体 

 

（2）ごみの減量につながる取り組みについて 
 

Q2 ごみの資源化を推進するため、どのような取り組みが必要か（複数回答可：以下同） 

 

 

 

 

 

 

 

Q3 雑がみを、より多く回収するための取り組みについて 

 

 

 

 

 

 

 

 

Q4 生ごみ減量のために有効な取り組みについて 

 

 

 

 

 

 

 

 

Q5 プラスチック製容器包装類の分別収集の開始で困っていること、改善すべきこと(自由意見:以下同) 

・分別されていないものが多い。（5件） 

・プラ収集日と普通ごみ収集日が重ならないようにすべき。（1件） 

・付着した汚れを洗って出すのは、水を使うため、汚れているものは、ごみとして出すべき。（1件） 

・人材不足による採用コスト、人件費の上昇や燃料費高騰で、全体的にコストが上がっている。（1件） 

 ・普通ごみとプラ容器の収集コースを同じ業者が担当したほうが、スムーズな回収となる。（1件） 

・通常のプラ製品についても、資源化を検討すべき。（1件） 

・汚れの落ちていないものが、カラスの標的になり、片付けに手間がかかるので、ネットをかけるべき。（1件） 

 

 

 

Q6 事業系ごみを地域のごみステーションに排出できなくなった場合に生じる問題について  

・店舗付き住宅等から排出されるごみを、家庭系と事業系とに分ける必要がある。（6件） 

・事業系ごみは、有料化、若しくは、許可業者による回収を行うべき。（4件） 

・事業系ごみは、排出事業者の責任であるとの説明が必要である。（4件） 

・事業所から離れたごみステーションに持ち込む事案の発生（2件） 

・排出事業者と自治会・住民に対する周知の徹底（2件） 

Q7 ごみ処理の有料化に対する考えについて(自由記述) 

・ごみ減量の効果が見込めるため、有料化すべき。（10件） 

・岐阜市の近隣市町でも有料化が進んでおり、タイミングとしても問題ない。（1件） 

・3R（ﾘﾃﾞｭｰｽ、ﾘﾕｰｽ、ﾘｻｲｸﾙ）の意識向上や、処理施設・最終処分場の延命化にも効果がある。（1件） 

・有料化実施後に、資源回収の拡充等も検討してはどうか。（1件） 

・有料化の先に、減量があるのではないが、有料化は実施すべき。（1件） 

（3）ごみの減量・資源化の必要性と本市が果たす役割について 
 

Q8 ごみの減量・資源化は、なぜ必要であると考えるか 

 
 
 
 
 
 
 

 

Q9 ごみの減量・資源化を進めるために本市が果たす役割  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

Q10 ごみの減量・資源化に関する施策を、本市はどのように進めるか 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
Q11 その他意見 

・リチウムイオン電池による火災事故防止対策を講じてほしい。（1件） 

・食品等の過剰包装について、市から、業界に対して、働きかけてほしい。（1件） 

・イベント等で減量化に取り組む団体や自治会を表彰するなど、地域が喜ぶような制度が必要（1件） 

・岐阜市は、周辺市町村と比して、ごみのルールの徹底が、ほとんどされていない。（1件） 

・自治会加入者の減少や高齢化社会に対応できるよう、制度の検討が必要。（1件） 

・他市町村の減量化施策について、市は、もっと知ってほしい。（1件） 

・ほぼすべての団体が、剪定枝・刈草 

などの資源化が必要と回答している。 

・啓発活動の充実、古紙回収ボックスの 

増設が有効との回答が多い。 

・その他、資源分別回収以外の方法と 

して、雑がみ回収袋の配布や、コン 

テナボックスの設置といった意見が 

あった。 

・啓発活動の充実や 3 キリ行動が有効と 

の回答が非常に多い。 

・その他、生ごみ処理機やダンボール 

コンポストは、減量に有効ではある 

が、現実的に実施できる人は少なく、 

豊橋市のような生ごみ回収の導入を 

検討すべきという意見があった。 

ごみの減量・資源化は、限りある資源の 

循環、地球温暖化対策といった観点から 

必要であるとの回答が、特に多い。 

新たな施策や、環境学習などの市民啓発が

市の役割であるとする回答が、特に多い。 

その他の役割も均等に選ばれている。 

ごみの減量・資源化に有益な施策を積極的

に進め、また、現在取り組んでいる施策の

効果や社会情勢などを総合的に勘案して

判断していくべきと考えている。 

資料 6 


